
１　法人の名称等

２　法人の設立目的等概要

３　組織概況

⑴　理事・監事（取締役・監査役）

1 5

2 6

3 7

4 8

1

2

3

4

注） 県職員：職名で表示。なお、常勤の場合は、派遣時の県における職名、非常勤は県の現職名。
会社法法人の場合：理事→取締役、監事→監査役

　この調書は、沖縄県総務部行政管理課が示した様式に法人又は県所管課が記載したものをまとめたものです。法
人に関する内容をより詳しく知りたい方は、直接法人又は県所管課までお問い合わせください。

①組踊等沖縄伝統芸能等の公開
②組踊の立方、地方の伝承者養成
③組踊等沖縄伝統芸能等に関する調査研究、資料収集・利用
④伝統文化を通じたアジア・太平洋地域との交流
⑤国立劇場おきなわの施設の管理運営及び劇場施設の利用

非常勤
県職員 0人 区分

県
職
員

の
状
況

職名 形態 公認会計士又は税
理士の有無等県OB 0人 

その他 0人 

その他 2人 形態

有無

監
事
・
監
査
役

2人 

（令和４年７月１日現在）

（令和４年７月１日現在）

県との関係代表者職氏名 勤務形態 非常勤

法人名

所在地

電話番号 098-871-3303

設立経緯
　「組踊」が国の重要無形文化財に指定（S47）されたことを受け、伝統文化の保存・振興を図るた
めの国立劇場建設を要請し、浦添市に整備されることとなり、同劇場の管理運営を行う法人として
文部科学大臣の認可により設立された。

設立目的
　（独）日本芸術文化振興会の委託を受けて、組踊等沖縄伝統芸能の公開を行い、併せて国立
劇場おきなわの施設の管理運営を行い、組踊等沖縄伝統芸能の保存振興と公開等を行うととも
に伝統文化を通じたアジア・太平洋地域との交流に寄与することを目的とする。

主な事業内容

県所管部課名

設立年月日

形態 職名 形態

県OB

沖縄県公社等外郭団体の概要調書

平成13年4月25日

理
事
・
取
締
役

12人 

左
の
内
訳

常勤

県派遣 0人 

県
職
員

の
状
況

職名

その他 0人 文化観光スポーツ部長 非常勤

0人 副知事 非常勤

その他

電話番号

理事長　照屋義実

文化観光スポーツ部　文化振興課 098-866-2768

副知事

沖縄県浦添市勢理客四丁目14番１号　国立劇場おきなわ内

公益財団法人国立劇場おきなわ運営財団

左
の
内
訳

常勤

県派遣 0人 

10人 
非常勤

県職員 2人 



⑵　職員 ※　内訳

注）

その他：県以外からの派遣職員等を含む。

⑶　県派遣職員が行う業務内容

４　基本財産・出資金等の状況 （令和３年度決算値）

⑴　基本財産（資本金） （単位：円） ⑵　主な出資（えん）者等 （単位：円）

注）会社法法人は、内訳は不要

⑶　基本財産以外の基金等の状況 （単位：円）

注）運用財産、基金として管理区分されているものの合計。

５　県の補助金等の額

県の財政支援等の状況（各年度とも決算値） （単位：円）

注）　県補助金等：補助金、交付金、負担金（会費等含む。）で、国等から県を経由し交付されるものも含む。

６　財務状況 （令和３年度決算値）

別紙のとおり

6,651,027

16,064,599 5,589,928合　計

県貸付金年度末残高

県の債務保証及び損失補償額

県貸付金

県委託金

14,730,000

県出資金

県補助金等注 14,730,000

令和元年度 令和２年度 令和３年度

9,413,572 5,589,928

内
訳

沖縄県

浦添市

那覇市

うるま市

沖縄市

63%

3%

1%

0%

　　うち、県出資（えん）金

基金・運用財産（基本財産以外） 0

0

比率

62,840,000うち、県出資（えん）金

基本財産（資本金）

現金

預貯金

投資有価証券

土地・建物等

その他

順位

1

2

3

4

5

出資（えん）者
（株主）

62,840,000

出資（えん）金
（持株数）

2,500,000

457,000

272,000

212,000

左
の
内
訳

県派遣

嘱託等

100,000,000

51,078,400

48,921,600

嘱託等

13人 

職
員
総
数

41人

左
の
内
訳

0%

3人 

17人 

県OB 0人 

県職併任 0人 

プロパー 5人 

その他 0人 

1人 その他 1人 

13人 

一
般
職

35人

県派遣 20人 

管
理
職

6人

左
の
内
訳

県職併任 0人 県職併任 0人 

プロパー 7人 プロパー 2人 

県派遣

県OB 0人 県OB 0人 

その他

上記主な事業内容①から⑤の業務

管理職：理事を除く当該法人における課長職以上とする。
※　理事と事務局長を兼務する場合等は理事に含む。

嘱託等：嘱託、臨任、任期付職員、賃金職員（パート、アルバイト
など）等
























